
新居浜市一般競争入札実施要領 

 

（趣旨） 

第１条  この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」と 

いう。）第１６７条の５の規定に基づき、新居浜市が発注する建設工事の入札、契約 

における透明性、競争性及び公正性を確保するため、新居浜市契約規則（昭和３９年 

規則第３２号）及び新居浜市建設工事等電子入札運用基準（平成２２年制定。以下「運

用基準」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条  市長又はその委任を受けて一般競争入札を実施する副市長（以下「契約担当者 

 という。）は、本市が発注する建設工事のうち、設計金額１億５千万円以上のものに 

  ついて一般競争入札に付するものとする。ただし、契約担当者が特に必要と認めた場 

  合は、この限りでない。 

 （入札の方法） 

第３条 一般競争入札は、運用基準に規定する新居浜市電子入札システムを利用して行

うものとする。ただし、契約担当者が認めた場合は、この限りでない。 

（発注の公表） 

第４条 契約担当者は、第２条の規定により一般競争入札に付するときは、当該入札に

関する募集内容を公告その他の方法（以下「公告等」という。）により公表する。 

（入札参加資格） 

第５条  一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、新居 

浜市に建設工事入札参加資格審査申請書を提出している者のうち、次に掲げる要件を 

すべて満たさなければならない。 

（１）施行令第１６７条の４第１項の規定のほか、次の要件に該当しない者であること。 

  ア 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した後、同法に基づく 

   裁判所からの更生手続開始決定がされていないこと。 

  イ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した後、同法に基づく 

   裁判所からの再生手続開始決定がされていないこと。 

（２）入札参加資格確認申請書（以下「参加申請書」という。）及び入札参加資格確認

資料（以下「資料」という。）の提出期限の日から落札者の決定の日までの間にお

いて、新居浜市建設工事指名停止措置要綱（平成２年制定）の規定による指名停止

を受けている期間中でないこと。 

（３）その他対象工事ごとに定める要件を満たしていること。 

（入札の申込み） 

第６条 入札参加者は、参加申請書に必要な資料を添付し、公告等に定める期限までに、

入札参加の申込みをしなければならない。 



（入札参加資格の審査及び通知） 

第７条 契約担当者は、第５条の規定による当該入札における参加資格の有無について、 

 入札執行前に審査を行うものとする。 

２ 前項の規定により、入札における参加資格審査を行った場合、その結果を入札参加 

 資格確認通知書により入札参加者に通知しなければならない。 

（開札） 

第８条 開札を行う日時、場所及び方法は、案件ごとの公告等で公表する。 

（入札の執行延期等） 

第９条 次の各号のいずれかに該当するときは、入札を延期、中止又は取消しするもの 

とする。この場合において、入札参加者が損失を受けることがあっても、市はその賠 

償の責を負わない。 

（１）天災その他やむを得ない理由があるとき。 

（２）不正の行為が認められる等明らかに競争の実効がないと認められるとき。 

（落札者の決定） 

第１０条 落札者は、予定価格の制限の範囲内で入札をした者のうち最低の価格をもっ  

て入札をした者とする。ただし、その者の入札価格が調査基準価格に達しない場合は、

新居浜市低入札価格調査実施要領（平成１８年制定、以下「低入札価格調査実施要領」

という。）に基づき落札者を決定するものとする。 

２ 予定価格の制限の範囲内で入札をした者のうち最低の価格をもって入札をした者が

同価により２者以上ある場合は、くじにより落札者を決定する。ただし、その者の入

札価格が調査基準価格に達しない場合は、くじにより低入札価格調査実施要領に基づ

く審査を行う者を決定する。 

３ 簡易型総合評価競争入札による落札者の決定は、別に定めるところによる。 

（設計図書等に対する質問及び回答） 

第１１条 設計図書等に対する質問及び回答は、次の各号に定める方法により行う。 

（１）設計図書等に対する質問 契約担当課に質問事項を記載した書面を持参若しくは

ファクシミリ又は電子メール送信をもって提出 

（２）前号の質問に対する回答 ファクシミリ又は電子メール送信による回答 

（その他） 

第１２条 この要領に定めるもののほか、当該入札の実施に関し必要な事項は、次に定 

めるものとする。 

（１） 新居浜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 

３９年条例第５４号）第２条の規定に該当する契約は、新居浜市議会の議決を得る 

までは仮契約とし、議決を得た日から本契約となる。 

（２）仮契約締結後であっても、当該入札において談合等不正行為の事実が発覚した場 

    合は、契約を解除することができる。 



（３）仮契約締結後であっても、請負業者の役員等が贈賄等で逮捕され、社会的影響が 

    大きいと判断される場合は、契約を解除することができる。 

（４）提出書類は返却しない。 

（５）契約担当者は提出書類を無断で他の用途に使用してはならない。 

   附 則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２２年１０月８日から施行し、平成２２年１０月１２日以後に公告

する入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

 


